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定額減税とは01

令和6年度の住民税において
所得割が課税されている者に対して
（納税義務者本人 + 扶養合計人数）×10,000円
の、減税を住民税所得割額から行う。

✓ 控除対象配偶者及び扶養親族（16歳未満扶養親

族を含む）の合計

✓ 非居住者は減税対象人数には含まれない

扶養合計人数

住民税定額減税



定額減税とは01

住民税定額減税スケジュール

定額減税対象外のかたは、上記スケジュールによらず、例年通り6月から給与特別徴収されます。

年金特別徴収、普通徴収についても、定額減税対象外のかたは、例年と変化ありません。



定額減税とは01

令和6年中の所得税において
所得税が課税されている者に対して
（納税義務者本人 + 扶養合計人数）×30,000円
の、減税を所得税額から行う。

✓ 同一生計配偶者及び扶養親族（16歳未満扶養親

族を含む）の合計

✓ 非居住者は減税対象人数には含まれない

扶養合計人数

所得税定額減税



定額減税とは01

住民税 所得税 所得税減税 住民税減税
調整給付

（所得税）

調整給付

（住民税）

非課税 無 無 無 無

課税 あり 無 あり※1 あり

非課税 無 あり あり あり※1

課税 あり あり あり※1 あり※1

※1　ひききれない場合発生します。

均等割非課税

均等割のみ

均等割+所得割

下記の条件に合致した場合に、調整給付金を支給
（１）令和6年度の住民税課税において減税を行った結果、住民税所得割から引ききれな
かった分を、給付するもの。
（２）令和6年度の個人住民税課税資料から算出した、令和5年中の所得税額（令和6年中の
所得税をみなし想定。以下「推計所得税額」とする）に対して減税を行った結果、引ききれ
なかった分を、給付するもの。

調整給付



税額決定通知書

（給与特別徴収）

✓ 特別徴収義務者あて

✓ 令和6年5月20日（月）発送

通知の時期について（税額通知・調整給付通知）0２

特別徴収義務者（所属している企業等）から、納税義務者（課税者本人）あて配布



税額通知書

（普通徴収）

✓ 納税義務者（課税者本人）あて

✓ 令和6年6月10日（月）発送

通知の時期について（税額通知・調整給付通知）0２

年金特別徴収のかたも、同じものが送付されます。



調整給付（低所得者支援及び定額減税補足給付金のうち調整給付）

✓ 令和6年8月以降 発送予定

通知の時期について（税額通知・調整給付通知）0２

発送時期は、広報かわぐち、川口市ホームページ等で決定次第お知らせ



減税対象者とは

税額通知の見かたについて（給与特別徴収・普通徴収）03

所得1,805万円以下（給与収入のみの場合、給与収入2,000万円以下）のかた

減
税
対
象
者

住民税所得割
（所得-控除）

×10％

減
税
対
象
外

住民税所得割
（所得-控除）

×10％

住民税所得割
（所得-控除）

×10％

住民税均等割
（5,000円）

住民税均等割
（5,000円）

住民税均等割
（5,000円）

令和6年度住民税
所得割が課税されているかた
年税額が5,001円以上

令和6年度住民税
税均等割が課税、所得割が非
課税のかた
年税額が5,000円

令和6年度住民税
均等割が非課税のかた
年税額が0円



税額決定通知書（給与特別徴収）

税額通知の見かたについて（給与特別徴収・普通徴収）03

減税対象扶養人数＝①+②+③+④+⑤
＝ 1+1+1+1+1 = 5人

1 1 1 1 1

① ② ③ ④ ⑤

住民税減税額
＝（本人 + 減税対象扶養人数） × 10,000円
＝（ 1 + 5          ） × 10,000円
＝ 60,000円

※控除外額に
金額がある場
合は住民税所
得割額から減
税しきれない
為調整給付金
の対象です。



税額決定通知書（普通徴収）（4ページ）

税額通知の見かたについて（給与特別徴収・普通徴収）03

減税対象扶養人数＝①+②+③+④+⑤
＝ 1+1+1+1+1 = 5人

住民税減税額
＝（本人 + 減税対象扶養人数） × 10,000円
＝（ 1 + 5          ） × 10,000円
＝ 60,000円

※控除外額に
金額がある場
合は住民税所
得割額から減
税しきれない
為調整給付金
の対象です。

① ② ③ ④ ⑤



推計所得税額の見かたについて（源泉徴収票・確定申告書）04

給与源泉徴収票イメージ

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

減税対象扶養人数＝①+②+③+④+⑤-⑥ ＝ 1+1+2+1+3-2 ＝ 6 人

〇 1 2 1 3 2

9 9 99 9 9

所得税減税額
＝（本人+減税対象扶養人数）×30,000円
＝（ 1 + 6           ）×30,000円
＝ 210,000円

所得税が
課税されているかた：
所得税額が1円以上のかた
が定額減税対象です。

源泉徴収票（給与所得）イメージ



推計所得税額の見かたについて（源泉徴収票・確定申告書）04

給与源泉徴収票イメージ

源泉徴収票（年金源泉）イメージ

減税対象扶養人数
＝①+②+③+④+⑤-⑥
= 1+1+1+2+1-1 = 5人

① ② ③ ④ ⑤ 〇 1 1 12 1

9 9 99 9 9

⑥

所得税が課税されているかた：
所得税額が1円以上のかたが定額減税対象です。

所得税減税額
＝（本人 + 減税対象扶養人数） × 30,000円
＝（ 1 + 5          ） × 30,000円
＝ 180,000円



推計所得税額の見かたについて（源泉徴収票・確定申告書）04

確定申告書イメージ

所得税減税額
＝（本人 + 減税対象扶養人数） × 30,000円
＝（ 1 + 4          ） × 30,000円
＝ 150,000円

減税対象扶養人数＝①-②= 5 - 1 = 4人

① ②

✔

配偶者氏名

被扶養者氏名

被扶養者氏名

被扶養者氏名

被扶養者氏名

※所得税及び復興特別所得税の額が「1円以上の方」のみ、
所得税減税対象です



定額減税可能額とは
令和６年分

所得税 分
（令和５年分所得税額による推計所得税額）

３万円 × 減税対象人数

令和６年度分

住民税(所得割) 分 １万円 × 減税対象人数

調整給付の条件について05

※住宅ローン控除等により所得税が非課税の場合において、住民税所得割が課税

されていれば、所得税分の減税可能額が全額給付されます。

※所得税が課税されていれば、住民税所得割非課税であっても、住民税分の減税

可能額が全額給付されます。



定額減税可能額の例

３万円 × ４人 ＝ １２万円

１万円 × ４人 ＝ ４万円

定額減税可能額の合計

１６万円

令和６年分

所得税 分

令和６年度分

住民税(所得割) 分

長女
（13歳）

夫
（42歳）
納税者

妻
（40歳） 長男

（10歳）

減税対象人数４人

調整給付の条件について05



令和６年分 所得税
（令和５年分所得税額による推計所得税額）

定額減税可能額

（３万円×減税対象人数）

税額

令和６年度分 住民税(所得割)

定額減税可能額

（１万円×減税対象人数）

税額

対象になる方

減税仕切れない額 減税仕切れない額

定額減税しきれない額が発生する場合は給付の対象

（所得税分控除不足額） （個人住民税分控除不足額）

調整給付の条件について05



所得税定額減税可能額

（３万円×4人＝120,000円）

税額

39,500円

住民税定額減税可能額②

（１万円×4人 = 40,000円）

税額

0円
減税しきれない額 ①

120,000-39,500 = 80,500円

（所得税分控除不足額）

令和６年度分 住民税(所得割)

調整給付の条件について（所得税あり、住民税所得割0円）05

① +  ② ＝ 120,500円の場合、切り上げて130,000円を給付

①と②の合計額を１万円単位
で切り上げて給付① ②給付金額 ＝

令和６年分 所得税
（令和５年分所得税額による推計所得税額）



所得税定額減税可能額①

（３万円×4人＝120,000円）

税額

0円

住民税定額減税可能額

（１万円×4人 = 40,000円）

税額

15,000円

40,000-15,000 = 25,000円

令和６年度分 住民税(所得割)

調整給付の条件について（所得税0円、住民税所得割あり）05

① +  ② ＝ 145,000円の場合、切り上げて150,000円を給付

①と②の合計額を１万円単位
で切り上げて給付① ②給付金額 ＝

減税仕切れない額 ②
（住民税分控除不足額）

令和６年分 所得税
（令和５年分所得税額による推計所得税額）



定額減税可能額

（３万円×減税対象人数）

定額減税可能額

（1万円×減税対象人数）

所得税0円かつ住民税所得割０円の場合は給付の対象外

対象にならない方

令和６年度分 住民税(所得割)

調整給付の条件について（所得税0円、住民税所得割0円）05

税額

0円

税額

0円

令和６年分 所得税
（令和５年分所得税額による推計所得税額）



定額減税可能額

（３万円×減税対象人数）

定額減税可能額

（1万円×減税対象人数）

定額減税しきれない額が発生しない場合は給付の対象外

対象にならない方

令和６年度分 住民税(所得割)

調整給付の条件について（所得税あり、住民税所得割あり）05

税額 税額

令和６年分 所得税
（令和５年分所得税額による推計所得税額）



よくある質問0６

Q1 通知が来ないけど私は定額減税の対象ですか？

A1 均等割非課税の場合、税額通知は送付しておりません。その場合には住民税の定額減税は対象外です。

Q2 税額通知書の見方がわからない。どこを見れば減税額がわかるのか

A2広報かわぐち5月号や、川口市ホームページでご確認ください。ホームページでは詳しい内容を記載した資料や簡

単な説明動画をご用意してあります。

Q3 同じ年金収入なのに知り合いの人は減税されて自分はされないのはなぜか？

A3 同じような年金収入でも支給金額やその他の収入、扶養人数等により課税金額は異なります。

Q4 給与（年金）から所得税が引かれているがこれは減税されているのか？

A4 市役所では、給与や年金の支給時に源泉徴収される所得税については、わかりません。支払い元の会社（年金支給

元）にご確認ください。

Q5 複数の場所から収入があるが、それぞれから減税されるのか？

A5 住民税は、年度内1つの自治体からのみ減税されます。給与や年金の支給時に源泉徴収される所得税に関しては、

給与や年金の支給元、もしくは国税庁の定額減税特設サイトをご覧ください



よくある質問0６

通知が来ないが、私は定額減税の対象ですか？

均等割非課税の場合、税額通知は送付しており

ません。その場合には住民税の定額減税は対象

外です。



よくある質問0６

税額通知書の見方がわからない。どこを見れば

減税額がわかるのか

広報かわぐち5月号や、川口市ホームページで

ご確認ください。ホームページでは詳しい内容

を記載した資料や簡単な説明動画をご用意して

あります。



よくある質問0６

同じ年金収入なのに知り合いの人は減税されて

自分はされないのはなぜか？

同じような年金収入でも支給金額やその他の収

入、扶養人数等により課税金額は異なります。



よくある質問0６

給与（年金）から所得税が引かれているがこれ

は減税されているのか？

市役所では、給与や年金の支給時に源泉徴収さ

れる所得税については、わかりません。支払い

元の会社（年金支給元）にご確認ください。



よくある質問0６

複数の場所から収入があるが、それぞれから減

税されるのか？

住民税は、年度内1つの自治体からのみ減税さ

れます。給与や年金の支給時に源泉徴収される

所得税に関しては、給与や年金の支給元、国税

庁の定額減税特設サイトをご覧ください


